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＜1＞　北海道情報大学

1．専門学校とのダブルスクールによる実学教育カリキュラム

　北海道情報大学は1989年に開学し、北海道江別市に立地する、経営情報学部（入学定員は、

経営学科100、情報学科100）のみの単科大学であり、4学年そろっても1，000人弱と小規模で

ある。1991年からは、衛星通信による通信教育課程（入学定員は経営学科400、情報学科800）

の教育をスタートさせている。この通信教育部（通信教育課程）の学生は、そのほとんどが専

門学校に在籍しながら大学の学士取得をめざすという、制度的にセットされた「ダブルスクー

ル」学生（正科生B）である。通信教育部の学生数は、初年度の1994年度では、正科生Bが情

報学科のみ814名、正科生Aは経営学科と情報学科合わせて49名となっており、次年度から経

営学科の学生も受け入れるという。

　それらの学生は、北海道から鹿児島までに展開している電子開発学園グループ内の専門学校

9校（教育センター）および、同グループの衛星通信システムの協定校となっているコンピュ

ータ関係や経理関係の専門学校のうちの7校（教育サブセンター）に在籍しながら、大学の教

育課程を履修している。専門学校においては、学生たちは4年制の大学コース在籍生徒となっ

ており、すなわち、専門学校教育と大学教育とを一体化して教育するシステムとなっている。

つまり、先の経営学科の正科生Bは、経営系の専門学校との提携によって受け入れることにな

る。

　大学全体としては、将来はバイオなどの学部を設置して、学部3，000人規模とし、また、1996

（平8）年度からは大学院修士課程を開学し、将来は博士課程まで設置する構想を持っている。

　1）大学開学・通信教育部開設までの沿革

　北海道情報大学のユニークな教育システムは、それまでの専門学校教育の教育システム開発

の延長上にあり、このため少しその沿革を見ておくことが重要である。この学園が最初に専門

学校を設置したのは、1968（昭43）年である。すなわち、電子開発学園「○○電子計算機専門

学校」グループは、札幌（千歳）での「北海道電子計算機専門学校」からスタートし、以後現

在までに全国9地域（北海道・新潟・名古屋・大阪・広島・福岡・北九州・大分・鹿児島）に

専門学校を設置し、電子計算機に関する資格試験合格者の中の大きなシェアを占めるようにな

っている（平成2年度では、情報処理技術者試験第1種で専修学校・各種学校学生の合格者の

うち31．9％のシェアである）。理事長の松尾氏は、専門学校設立の当初、あるいはその前年の

コンサルタント会社設立時から大学を持つことを構想していたというが、大学はゴールという

より、他の関連する諸プロジェクトの一環であり、専門学校・大学の学校セクターの他に、図

1のように、北海道情報技術研究所、学習情報通信システム研究所の研究セクターと、SCC、

SEDという産業セクター（コンサルタント会社など）を有しており、これらが大学の教育シ

ステムの背景となっている。

　大学設置は、具体的には、1985（昭60）年頃、高度な情報技術者の育成が必要だと考えて、

大学設置の検討に取りかかった。北海道および全国各地からの誘致条件を比較して検討した。

もっとよい誘致条件を提示していた自治体もあったが、北海道は学園発足の地でもあり、札幌
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という大都市を控えているという地理的条件と、敷地5万坪中の1．5万坪を市から無償提供し

てもらうなどの条件に応じて、江別市にキャンパスを定めた。江別市には、他にも大学や企業

研究所が立地しているが、これは江別市が、札幌市、千歳市と連携して「リサーチトライアン

グル」という地域開発の構想を打ち出し、積極的に大学や学術研究機関の誘致を進めているた

めであるという。

　2）学生の募集・選考

　通信教育部では、正科生A（大学のみ登録）と正科生B（専門学校に在籍するダブルスクー

ル）の2種類の学生を募集している。補修は、正科生Bについては、専門学校において、大学

コースとして募集・選考しており、大学では専門学校での選考後の学生を書類選考するが、基

本的に専門学校の選考を尊重する。

　専門学校側では、選考に際して、英・数・国の試験とコンピュータの適性検査を実施してい

る。北海道電子計算機専門学校の例でみると、初年度は、4年制の大学コースの志願者は320

名あり、そのうち50名ほどは私立4年制と併願しており、最終的に他の大学等に進学していっ

た。また志願者のうち約50名は、英・数・国の試験の成績が不足していたため大学コースへの

入学を許可せず、そのうち2、30名は同校の2年課程・3年課程へ入学しているという。

　学費は、大学の通信教育課程が年間約40万円、専門学校大学コースが約70万円である。

　専門学校側からは、「ダブルスクール」として高校にセールスをしたという。その際に通信

教育ではあるが、専門学校で学生管理をしっかりするから、学士号の取得率は80％（他の私大

通信では平均1割）を実現する、と公約している。専門学校では、情報技術者教育の高度化に

必要性から、2年制、3年制コースとともに、従来から小規模ではあるが4年課程を用意して

いた。この4年制課程は、現在は募集せず、学年進行とともに、定員200の大学コースへと転

換されていく。

2．教授・学習方法と支援体制

　1）通信教育部の教授・学習方法

　北海道情報大学の通信教育部の学習形態としては、図2のように、印刷授業、放送授業、ス

クb・…リングの組み合わせである。授業科目としては、人文・社会・自然の区分を外し、外国語

も英語のみとするなど教養科目を柔軟に組織し、放送大学との単位互換も8科目まで活用して

いる。

　この放送授業の教育方法として、北海道情報大学の講師が大学に隣接する衛星教育センター

（第三セクター方式の北海道情報技術研究所の施設を利用している）で講義を行い、実習を指

導する。これが、通信衛星を通して、全国の教育センター・教育サブセンターへと伝達され、

センター内の各学生の机のうえにあるモニターに映し出される。学生は、モニターを見ながら

学習を進め、端末を操作しながら講師からの質問に答えるほかに、学生から講師への質問も可

能となっている。つまり、学生の質問は、ISDN回線を利用して北海道の衛星教育センターにい

る講師に映像・音声ともに直接伝えられ、講師は受話器と衛星通信モニターで回答する形態で

応対している。さらに、このほか予習復習に活用する個別学習システムとしてCAIによる教
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材も系列の専門学校の教材として開発・実用化（1983年から開発）されており、大学教材につ

いてもその実用化を進めつつある。これらの教授学習システムは、PINENETと呼ばれ、北海道

情報大学通信教育部の教育の基本となっている。

　通信教育とはいえ、在籍する専門学校に毎日通学した学習形態であり、学習もティーチング

アシスタントを各授業時に教室に最低1名（学生50名につき1名）配置し、学生の指導にあた

っている。

　衛星教育センターからの授業は、午前中が専門学校の授業、午後が大学コース（通信教育部）

の授業となっている。1年間の学習としては、専門学校分が800～850時間、大学の単位が約30

単位取得ということであり、学生にとって時間的余裕は少ない。

　この衛星通信による放送授業を担当する衛星教育センターは、施設としては隣接する北海道

情報技術研究所を利用しており、同研究所は、夜間の衛星教育センターの通信空き時間である

夜間は、企業向けの企業内研修プログラムを開発・放送している。

　2）科目履修の状況

　全般に大学コースの学生の単位取得率は良好であり、相対的に低いという一般教育の数学の

場合でも84％の合格率となっており、他の大学通信教育課程と比較にならない高率であるが、

これも実質的には専門学校での出席を管理した学習形態の結果であろう。しかし、学校側では、

1年目でこの実績であれば、最終的に4年間で8割卒業という目標が達成できるかどうか、や

や心配している。

　すなわち、ダブルスクールで、午前専門学校カリキュラム・午後大学カリキュラムと区分し

ており、時間割が密で、選択科目の数や幅が限られているためである。現在のところ学生が履

修しているのはほとんど選択科目であり、他の科目で代替できるけれども、もし必修科目を落

としてしまうと、再履修は困難となる。つまり、専門学校での学年は進行しているため、大学

コースでの授業をとるためには別の学年のカリキュラムに入る必要が出てくるため、専門学校

課程の方での出席単位（9割以上の出席）の条件を満たさない可能性がある。その意味で、こ

れから2・3年生での学習とその支援体制が課題であるという。

　3）大学と専門学校の提携

　北海道大学では、電子開発学園グループの9校を教育センターとして認定し、またPINENET

を構成する20校の協定校の中で、初年度は3校を教育サブセンターとして認定した。その条件

としては、①経営が安定していること、高等教育機関としての見識があること、②受信・映像

等の学習設備の整備状況（例えば、アンテナは正価で5，000～6，000万など）、実習用パソコン、

CAIシステム（1983～通産省からの補助金を得て開発）、③図書が最低でも500冊以上、④教員

組織の質と量、特にティーチングアシスタント（TA）、プラクティカルアシスタント（PA）

などのインストラクターの配置、⑤事務組織などを総合的に評価する。ただし、協定校は、す

でに専門学校での教材やシステムの開発の際に協力している学校であり、ある程度前提とする

条件を整えている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訪問日　1995年3月1日　記録　吉本圭一
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